
平成 27 年８月 31 日

各 位

株式会社 池田泉州銀行

株式会社池田泉州銀行（頭取 藤田博久）は、「地域創生」の取組みの一環として、地域に新た

なビジネスや雇用を創出し、地域経済の活性化につながる創業を応援するため、今般、創業期の

事業者さま向けの商品、コンサルティング機能を充実すべく、以下の取組みを行うこととしまし

たのでお知らせします。

当行は、今後とも地域創生、地域経済の活性化を担う、創業期の事業者さまのサポートに努め

てまいります。

【 概要 】

１．創業応援ローン「夢ひろがる」の取扱い開始

平成 27 年 9 月１日（火）より、大阪信用保証協会（理事長 矢冨 直）保証付の

創業応援ローン「夢ひろがる」の取扱いを開始します。本ローンは、大阪信用保証協会と当

行との相互の緊密な連携により、優遇金利や低水準の信用保証料率の設定などを初めて実現

した、創業期の事業者さま向けの融資商品です。

２．日本政策金融公庫との業務連携・協力に関する覚書締結

創業融資の実績・ノウハウを豊富に持つ、株式会社日本政策金融公庫大阪支店（支店長

猪塚良弘）と、創業に関する情報提供・ご相談への対応等における連携・協力を強化するた

め、平成 27 年 8 月 28 日（金）に覚書を締結いたしました。

３．「創業応援窓口」の設置

創業に関するご相談の受付態勢を強化するため、9 月１日（火）より当行 65 か店に

「創業応援窓口」を設置し、計画策定から、資金調達・開業まで、ノウハウをもつ外部機関・

専門家の紹介、各地方公共団体との連携等、当行のネットワークを活用したサポートをして

まいります。

【 詳細 】

１．創業応援ローン「夢ひろがる」の取扱い開始 ※添付のチラシをご覧ください。

ご 利 用 い た

だける方

❑大阪府内でこれから事業を開始する、または開始後５年未満で、

当行が認める事業計画書をご提出いただける事業者さま

❑大阪信用保証協会の保証が受けられる方

お使いみち 上記ご利用いただける方の事業資金（運転資金・設備資金）

ご融資期間 運転資金７年以内、設備資金１０年以内

ご融資金額 １,０００万円以下

ご返済方法 毎月元金均等分割返済（据置期間１２か月以内）

ご融資金利 （年）1.25％（変動金利） ⇒ 最大優遇後（年）0.95％（変動金利）

【金利優遇制度の内容】

以下の条件を充たすと金利優遇（▲0.1～▲0.3％）がございます。

「インターネット EB」と「でんさいネット」両方をご契約いただける方 ▲0.1％

「経営セーフティ共済」、「小規模企業共済」、「中小企業退職金共済」の

いずれかをご契約いただける方
▲0.1％

産業競争力強化法に基づく「認定特定創業事業計画」による

支援を受けた旨の市町村が発行する証明書をお持ちの方
▲0.1％

最大▲0.3％

信用保証料 （年）0.7％

～ 創業期の事業者さま向けの商品、コンサルティング機能を充実 ～

❑ 大阪信用保証協会保証付 創業応援ローン「夢ひろがる」の取扱い開始

❑ 日本政策金融公庫との業務連携・協力に関する覚書締結

❑ 「創業応援窓口」を65か店に設置

※事業開始前または事業開始後２か月未満の場合、原則所要資金の 10 分の 1 以上の自己資金が必要です。

金利優遇制度

がございます。



２．日本政策金融公庫との業務連携・協力に関する覚書締結

当行は日本政策金融公庫と、創業に関する情報提供・ご相談への対応等における連携・協力を

強化してまいります。

≪ 創業に関する主な連携・協力内容 ≫

① 創業者への情報提供（創業応援ガイドブック、創業セミナー開催等）
② 創業計画書の共用化（当行でご用意する創業計画書は、日本政策金融公庫への融資申込

みにもご利用いただけます）
③ 創業者からの依頼に基づく、双方向の当該創業者の紹介
④ 創業者への協調融資等資金供給
⑤ 創業者の支援ノウハウに関する連絡会の開催、情報交換

≪ 日本政策金融公庫との連携体制 ≫

【※】日本政策金融公庫の以下の支店が連携対象店舗となります。

大阪西、阿倍野、十三、大阪南、大阪、玉出、守口、東大阪、堺、泉佐野、吹田、和歌山、
京都、神戸、神戸東、尼崎支店の計１６店舗

３．「創業応援窓口」の設置

創業に関するご相談の受付態勢を強化するため、当行 65 か店に「創業応援窓口」を設置し、

創業計画の策定から資金調達・開業まで、地元自治体・商工会議所・商工会との連携、外部専

門家（税理士など）のご紹介、国・各自治体の補助金活用のご案内、当行の各種商品・サービ

スのご提案など、地域とのネットワークを深め、トータル的にサポートしてまいります。

以 上

創業者（お客さま）

営業店【創業応援窓口】

本部【創業支援デスク】

支店【国民生活事業窓口（※）】

本部【大阪広域営業推進室】

情報提供
ご相談への対応

支店・本部間の連携

なお、日本政策金融公庫とは創業分野（国民生活事業）のほか、
中小企業事業分野、農林水産事業分野においても連携・協力しております。






